
【教育政策課】

１ 教育委員会の運営

教育委員会運営事業 （１５，２１０千円）

  教育に関する一般方針や重要事項の決定等を行うため、定例教育委員会（毎月）及び臨時

  教育委員会を開催する。

２ 教育行政の推進

教育行政推進事業 （３，５１７千円）

(１) 教育事情を把握するため、移動教育委員会の開催のほか、市町教育委員等との意見交

換会を開催する。

(２) 本県の教育課題について、情報交換と認識の共有を図るため、県市町の教育委員の合同

研修会を開催する。

(３) 有識者による教育振興会議を開催し、長崎県教育振興基本計画に基づいて展開する施策

の進捗状況や本県教育の取組などについて意見を求め、教育行政の検証、改善を図る。

３ 校務支援の推進

教育情報基盤整備事業 （１７５，６９６千円）

(１) 県立学校における情報ネットワーク基盤の整備、保守及び維持管理をするとともに、

各種プログラムのサポートを実施し、業務の効率化と情報セキュリティの確保を図る。

(２) 県立学校情報セキュリティポリシーの適正な運用に努め、教職員のセキュリティ意識

の醸成を図るため各学校への指導助言を行う。

(３) 県教育委員会が所管している情報システムの維持管理及び開発に係る指導助言を行う。

４ 障害者雇用の推進

教育委員会において、障害者雇用の拡大に向けた対策を推進する。

（１） 知的障害者を会計年度任用職員として雇用し、県庁で働く経験を通じて就労に対する

  スキルアップを図り、民間企業等へのステップアップにつなげる「ワークサポートオ

フィス」を設置。特別支援学校に同様の場として、「ワークサポートグループ」を設置。

特別支援学校の未就職者等を雇用し、自校や近隣の学校での業務補助に従事。オフィス、

グループには支援員を配置し就労のサポート等を行う。

(２) ワークサポートオフィスに障害のある職員や障害のある職員が配属された職場の相談

を受ける窓口を設置。

(３) 障害者雇用に関する理解促進のため、職員向けの研修等を実施。
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【教育政策課】

５ 給与支給業務

教職員給与費（１１６，２３４，６８７千円）

〇支給対象

・特別職職員及び教育委員会事務局の職員（社会教育及び保健体育関係職員を除く）

・県立中学校、高等学校、特別支援学校の教職員

・市町立小・中・義務教育諸学校県費負担教職員

〇義務教育費国庫負担制度

・義務教育費国庫負担法に基づき、教育の機会均等とその水準の維持向上を図るため

に、義務教育に係る教職員の人件費について、その3分の1を国が負担する。
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